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       北海道教育庁学校教育局指導担当局長  山 城 宏 一 

北海道教育庁学校教育局生徒指導・学校安全担当局長  齊 藤 順 二 

 

学校における体育活動中の事故防止等について（通知） 

このことについては、かねてから事故防止等に向けた安全指導の徹底をお願いしていると

ころですが、運動やスポーツはその特性上、事故等が発生する危険性を常に有していること

から、学校における体育活動では、日頃から活動場所や設備、自作用具を含めた授業等にお

いて使用する用具等の安全点検を実施するとともに、児童生徒の体力や技能等を踏まえた指

導計画を立案し、常に安全に配慮しながら指導を行うなど、児童生徒の安全確保の徹底を図

ることが重要です。 

つきましては、次の点を踏まえるとともに、別紙「体育活動中の事故防止に向けたチェッ

クリスト」を参考にして、実施前に安全管理や安全指導の在り方を再確認し、必要に応じて

実施内容を改善するようお願いします。また、体育活動中の事故が発生した際には、「児童生

徒の事故報告について」（平成26年３月31日付け教生学第988号通知）の別紙「記入上の注意

事項」に基づき、事故報告書を提出してください。 

なお、教育上重大な事故や、社会的に反響が大きい事故などが発生したときは、直ちに、教

育局に対し、電話等で確実に速報するようお願いします。 

記 

１ 安全管理について 

(1) 各学校においては、「学校における体育活動中の事故防止及び体罰・ハラスメントの

根絶について」（令和６年２月28日付け教健体第1149号通知）における別添写しの参考

資料等を活用し、具体的な危険性を想定した適切な指導体制を確立するなど、安全に配

慮した活動内容となるよう検証し、取組を進めること。 

(2) 事故の要因となる学校環境や、児童生徒の学校生活等における危険な行動を早期に発

見し、速やかに対応できるようにするとともに、万が一、事故等が発生した場合には、

児童生徒の安全を確保し、必要な応急処置や適切な対応をすることができる危機管理体

制を確立すること。 

(3) 学校における暑さ対策として、「『危機管理マニュアル【熱中症】』（例）の改訂に

ついて」（令和５年11月22日付け教健体第817号通知）の「（資料２）重点項目チェッ

クリスト」を参考に課題等を整理し、課題解決に向けた方策を協議の上、早急に改善充

実に取り組むこと。また、暑さ指数（WBGT）31℃以上は、体育活動や部活動を「原則中

止」とする取扱いを徹底すること。 

様 



２ 安全指導について 

児童生徒に対し、日頃から事故等の未然防止に向けた啓発を行うとともに、安全の保持に

関する実践的な能力や緊急時の行動について指導すること。 

 

３ 組織活動について 

教職員や部活動指導員などに対し、研修等を実施し、危機管理意識の高揚に努めるとと

もに、家庭及び地域社会と密接な連携を図りながら、児童生徒を含めた校内の協力体制の

確立や学校安全に関する組織的な活動を円滑に進めること。 

 

４ その他 

 道内の部活動において、その活動中に生徒が傷害を負ったり、後遺症が残ったりすると

いう痛ましい事故が複数件発生している。 

スポーツ事故発生の背景の一つに、学校側の安全配慮義務に対する認識不足があること

が指摘されていることから、各学校においては、「体育授業及び部活動におけるスポーツ事

故防止の徹底に向けた研修資料について」（令和６年３月29日付け教健体第1265号通知）を

校内研修や組織的な安全管理、安全指導等に活用するなどして、事故防止の徹底に向けて

万全を期すこと。 

 

健康・体育課健康・体育指導係（内線 35-642） 

生徒指導・学校安全課学校安全係（内線 35-676） 

 



別紙 

体育活動中の事故防止に向けたチェックリスト 

○ 体育活動の検証・改善に当たっては、次の点検の項目を参考にするとともに、必要な項目等を適宜加える

などして活用してください。 

観点 № 点 検 の 項 目 チェック欄 

安

全

管

理 

１ 

定期健康診断の結果や児童生徒及び保護者に対する健康相談等により、児童生徒

の身体状況や健康状態を正確に把握し、配慮する必要のある児童生徒の対処につ

いて全教職員で共通理解が図られているか。 

 

２ 
計画された体育活動は学習指導要領の趣旨や内容、安全にかかわる通知等が踏ま

えられているか。 

 

３ 
児童生徒の体力や技能の習熟の程度に応じた適切な指導計画が作成されている

か。 

  

４ 
体育的行事に関する適切な実施要項や運営要領等を作成し、全教職員に共通理解

が図られているか。 

 

５ 
活動全体の状況を常に把握して指導できる監視体制や児童生徒が自ら危険を回

避することができない場合の支援体制が整備されているか。 

 

６ 

使用施設・設備や自作用具を含めた授業等において使用する用具の安全の状態が

確認されているか。また、場所、時刻、時間等、計画に無理や危険がないか確認

されているか。 

 

７ 
落雷予報等、当日の気象条件に配慮されているか。また、天候や実施場所の状態

を考慮し、実施の可否を適切に判断できる運営体制が整備されているか。 

 

８ 
暑さ指数（WBGT）31℃以上は、体育活動や部活動を「原則中止」とする取扱いが

徹底されているか。 

 

９ 
事故の未然防止、万が一事故が発生した場合の準備及び緊急時の対応など、危機

管理体制が整備されているか。 

 

安

全

指

導 

10 
運動種目の特性を踏まえ、種目特有の危険性に配慮した適切な内容が設定されて

いるか。 

 

11 
活動中に予想される事故や過去に発生した事故の内容を踏まえた事前指導が行

われているか。 

 

12 
活動の場所や施設・設備、用具、教材・教具等を整備するとともに、それらの安

全な使用方法についての指導が行われ、児童生徒がよく理解しているか。 

 

13 
児童生徒の発達の段階や技能の習熟の程度に応じた段階的な指導が行われてい

るか。 

 

14 
活動に適した服装や学習内容に応じて予想される事故等の危険性に対する指導

が行われているか。 

 

15 準備や後片付けも活動の一環として適切かつ計画的な指導が行われているか。  

16 
事後指導として反省事項を取り上げ、児童生徒の安全に対する実践的な態度が身

に付くよう指導が行われているか。 

 

17 
危険なプレーを未然に防止するためのルールや集団の規律の徹底などの指導が

行われているか。 

 

18 見学者への配慮や待機児童生徒への適切な指導が行われているか。  

19 
障がいのある児童生徒や心理的に不安定な児童生徒等、特別な支援を必要とする

児童生徒への適切な個別的配慮が行われているか。 

 

組

織

活

動 

20 
医療機関との連携や事故発生時の校内の緊急体制が円滑に機能するよう適切な

事前訓練が実施されているか。 

 

21 

学校における体育活動に関する活動内容等について保護者に周知するとともに、

日常の活動や児童生徒の健康状態等の情報交換など、連携が十分に図られている

か。 

 

 



別 添 

 

○ 参考通知 

 ・「児童生徒の事故報告について」（平成 26年３月 31 日付け教生学第 988 号） 

 ・「学校における体育活動中の事故防止及び体罰・ハラスメントの根絶について」（令和６

年２月 28日付け教健体第 1149 号）  

 ・「『危機管理マニュアル【熱中症】』（例）の改訂について」（令和５年 11月 22 日付け

教健体第 817 号） 

 ・「体育授業及び部活動におけるスポーツ事故防止の徹底に向けた研修資料について」（令

和６年３月 29 日付け教健体第 1265 号） 

 

 



教生学第 988 号  

平成 26 年３月 31 日  

 

各教育局長 様 

 

学校教育局参事（生徒指導・学校安全）  

 

児童生徒の事故報告について（通知） 

平成 24 年３月 28 日付け教生学第 960 号で通知したこのことについて、「いじめ防止対策推

進法」（平成 25 年法律第 71 号）及び「北海道いじめの防止等に関する条例」（平成 26 年北海

道条例第８号）の規定を踏まえ、別紙「記入上の注意事項」を別添のとおり改訂いたします。 

ついては、管内の各道立学校及び市町村教育委員会に周知願います。 

また、各市町村教育委員会に対して、所管する学校に、周知するよう指導願います。 

なお、いじめに起因すると考えられる事故のうち、重大事態の発生に係る報告について、道

立学校は、平成 26 年３月 28 日北海道教育委員会規則第２号「北海道いじめの防止等に関する

条例の施行に関する教育委員会規則」第２条に定めるところによる報告が必要であることを申

し添えます。 

 

                （生徒指導・学校安全グループ） 



別紙 

 

記入上の注意事項 

 

１ 非行事故報告書（別記第１号様式） 

(1) 報告書の標題については、「非行」、「被害」の別を○で囲む。 

 (2) 「事故の種類」の欄には、該当するものを次の表の用語の欄から選んで記入する。 

   なお、該当するものがない場合は、適宜、事故の名称を記入する。 

   また、非行事故はその性格上、一種類の非行に限らない場合が多いので、事故の内容に基づ  

き、必要に応じて「付随する事故」の欄に記入する。 
 

分  類 用     語 

犯
罪
（
触
法
）
行
為 

凶 悪 犯  殺人 強盗 強姦 放火 

粗 暴 犯  暴行 傷害 脅迫 恐喝 凶器準備集合 

窃   盗 

 空巣 忍込み 事務所荒し 出店荒し 自販機ねらい  

 ひったくり 置引き 万引き 車上ねらい オートバイ盗 自動車盗 

 自転車盗 

知 能 犯  詐欺 横領 偽造 

風 俗 犯  賭博 わいせつ 

薬物乱用等  シンナー 覚せい剤 大麻 向精神薬 

そ の 他
  住居侵入 器物損壊 往来妨害 失火 売春 道路交通法違反  

 占有離脱物横領 銃砲刀剣類所持等取締法違反   

ぐ犯・不良行為 

 飲酒 喫煙 深夜徘徊 不健全娯楽 怠学 家出 無断外泊 刃物等所持 

 粗暴行為 不良交友 暴走行為 金品持出 金品不正要求  

 不健全性的行為 性的いたずら  

い じ め  いじめ 

児 童 虐 待  児童虐待 

 

 (3) 項目中、記述を要するものについては、できるだけ簡潔に記入する。 

また、用語を選ぶものについては、該当する事項を○で囲み、（ ）内には必要事項を記入

する。 

 (4) 家出については、所在不明となって７日以内に、児童生徒の安全が確認され、適切な指導が

行われた場合は、報告しない。  

 (5) いじめに起因すると考えられる事故等については、次に掲げる状況の場合に報告する。 

  ア いじめを行う児童生徒に対して、出席停止を検討するような場合。 

  イ いじめられている児童生徒に対して、就学校の指定の変更や区域外就学など弾力的な措置

を講じる必要があるような場合。 

  ウ いじめの認識の違いなどから、生徒間、保護者間で混乱が生じていたり、保護者等が学校



の対応に不信感を抱いたりしている場合。 

  エ 児童生徒に次に掲げる重大事態が発生した場合。 

   ・いじめにより当該学校に在籍する児童等の生命、心身又は財産に重大な被害が生じた疑い

があると認めるとき。（いじめ防止対策推進法第 28 条第１項第１号） 

   ・いじめにより当該学校に在籍する児童等が相当の期間学校を欠席することを余儀なくされ

ている疑いがあると認めるとき。（いじめ防止対策推進法第 28 条第１項第２号）  

 (6) 児童虐待による被害については、次に掲げる状況の場合に報告する。 

  ア 児童相談所等に通告した場合。 

  イ ケース検討会議等が設置された場合。 

  ウ 児童相談所に一時保護された場合。 

 (7) 学校教育法第35条及び第49条の規定に基づき出席停止を命じた場合は、報告書の(8)①エ「そ

の他」の項目に日数も含めて記入する。 

 (8) 報告書の(8)④「今後の指導及び対策」の欄には、当該事故等における生徒指導上の課題及び

指導方針を記入する。 

 (9) 新聞報道等があった場合は、記事の写しを添付する。 

 (10)犯罪的行為による被害の場合は、報告書の(9)「備考」の欄に加害者に関する事項を記入する。 

 

２ 交通事故・一般事故報告書（別記第２号様式） 

 (1) 報告書の標題については、「交通」、「一般」の別を○で囲む。 

 (2) 「事故の分類」の欄には、項目ごとに該当するものを次の表の用語の欄から選んで記入する。 

      なお、該当するものがない場合、適宜、その名称を記入する。 

   また、「死亡の原因」は、一般事故についてのみ第一原因を記入し、「負傷の種類」及び「負

傷の部位」は、その主たるものを記入する。 
 

項   目 用      語 

死亡の原因 

（一般事故） 

 水死 焼死 爆発死 転落死 凍死 圧死 中毒死（薬物等） 感電死 

 窒息死 突然死 自殺 

負傷の種類
 

 

 骨折 捻挫 脱臼 打撲 切傷 刺傷 挫傷 咬傷 擦過傷 

 筋・腱断裂切断 内臓破裂 火傷 中毒（薬物等） 日射病 熱射病  

負傷の部位 

 頭部（前、後、右側、左側） 頸部（前、後、右側、左側） 

 顔面（額、ほお、顎、口、目、耳、鼻）（右、左） 胸部 腹部 背部 

 腰部 肩（右、左） 上腕（右、左） 肘（右、左） 前腕（右、左） 

 手首（右、左） 手指（右、左） 大腿部（右、左） 膝（右、左） 

 下腿部（右、左） 足首（右、左） 足指（右、左） 

負傷の程度  全治１週間 全治３週間 全治１か月 全治３か月 

 

 (3) 項目中、記述を要するものについては、できるだけ簡潔に記入する。 

   また、用語を選ぶものについては、該当する事項を○で囲み、（ ）内には必要事項を記入

する。  

 (4) 報告書の(9)「事後の対応」の欄には、当該児童生徒、保護者、関係機関への対応や今後の対

策等について記入する。 

 (5) 新聞報道等があった場合は、記事の写しを添付する。 



教 健 体 第 1 1 4 9 号  

令和６年（2024年）２月28日  

 

各 教 育 局 長                                                  

各 道 立 学 校 長                                                 

各市町村教育委員会教育長（札幌市を除く。）                                                         

（ 各 市 町 村 立 学 校 長 ）                                                  

 

       北海道教育庁学校教育局健康・体育課長 今 村 隆 之 

 

学校における体育活動中の事故防止及び体罰・ハラスメントの根絶について 

（通知） 

このことについて、別添写しのとおりスポーツ庁政策課企画調整室地域スポーツ課から

事務連絡がありましたので通知します。 

 各学校におかれましては、日頃から、体育の授業、体育的行事（運動会等）及び運動部

活動等の体育活動の実施に当たり、事故防止や事故の際の適切な措置等について、御配慮

をいただいているところですが、今後の体育活動においても、引き続き、事故防止対策に

万全を期するようお願いします。 

また、体罰やハラスメントの根絶については、更なる取組の徹底をお願いします。取組

を徹底させるためには、殴る・蹴る等の行為だけでなく、社会通念や安全確保の観点から

認め難い肉体的・精神的な負荷を課すこと、言葉や態度による脅し、威圧・威嚇的な言動、

セクシャルハラスメントと判断される言動、人格否定的な発言、特定の児童生徒への執拗

過度な言動等、体罰やハラスメントはいかなる場合にも決して許されるものではないとい

う認識を全教職員で共有する必要があります。 

つきましては、別添資料及び下記の資料等を参考に、校内研修を実施するなど、各学校

において、事故防止及び体罰・ハラスメントの根絶について、教職員を含む学校の体育活

動に関わる全ての関係者への確実な周知徹底が図られるようお願いします。 

なお、市町村教育委員会においては、所管する学校に周知をお願いします。 

記 

１ 「学校における体育活動中の事故防止等について」（令和５年（2023年）５月19日

付け教健体第198号通知） 

２ 「学校における体育活動中の事故防止等の徹底について」（令和６年（2024年）１

月11日付け教健体第981号通知） 

３ 「教職員によるわいせつ事故の根絶に向けた研修資料について」（令和４年（2022

年）５月18日付け教総第358号通知） 

４ 「令和４年度（2022 年度）体罰等に係る実態把握の結果及び体罰等の防止について」

（令和５年（2023 年）６月５日付け教総第 552 号通知） 

 

                   担当係：健康・体育指導係 

                                   担当者：指導主事 越前谷 明 子 

                                   電 話：011-206-6818 

                                   ＦＡＸ：011-272-1234 

                  E-mail：echizenya.akiko@pref.hokkaido.lg.jp  

様 



教 健 体 第 8 1 7 号 
令和５年（2023年）11月22日 

 
各 教 育 局 長 
各 道 立 学 校 長 
各市町村教育委員会教育長（札幌市を除く。） 　

様
 

（ 各 市 町 村 立 学 校 長 ）                                          
 

 北海道教育庁学校教育局健康・体育課長　今　村　隆　之　
 

「危機管理マニュアル【熱中症】」（例）の改訂について（通知） 
このことについては、令和５年５月12日付け教健体第130号で通知し、各学校において

自校のマニュアルの見直し等を進めていただいたところですが、本年度は本道全域に熱中
症警戒アラートが発表され、暑さを理由とした臨時休業等が初めて行われるなど、暑さ対
策について、これまで例のない対応が求められました。 
そこで道教委では、校長会やＰＴＡ等の関係団体から意見を伺いながら、暑さ指数（WB

GT）に基づき日常生活や運動の実施の可否の判断を行うことが徹底されるよう、「危機管
理マニュアル【熱中症】」（例）を次のとおり改訂しましたので、送付します。 
つきましては、各学校において、別添資料を活用し、自校の危機管理マニュアル等につ

いて必要な見直しを行うとともに、年度初めの職員会議や校内研修等により、自校におけ
る暑さ指数（WBGT）の確認方法を含めた教職員の役割や対応の手順等について共通理解を
図り、児童生徒の健康や生命を守る体制の整備に万全を期していただくようお願いします。 
なお、市町村教育委員会におかれましては、所管する学校に周知願います。 

記 
１　主な改訂の内容 
(1) ３ページ：「定期的に暑さ指数（WBGT）計を用いて計測すること」及び「あらかじ

め各学校において基準を定めておくこと」などを追記 
※暑さ指数（WBGT）計は、文部科学省が示す「保健室の備品等について」（令和３年２
月３日付け初等中等教育局長通知）において、保健室に備えるべき備品とされてい
ます。 

(2) ４ページ：「『熱中症警戒アラート』が発表されたときの対応（臨時休業の実施の検討）」
を追記 

 
２　留意事項 
　(1) 暑さ指数（WBGT）に基づく自校の対応基準を明確に位置付け、暑さ指数（WBGT）31

以上では、体育活動や部活動を「原則中止」とする取扱いが徹底されるようお願いし
ます。なお、特別支援学校については、障がい等の状況により暑さ指数（WBGT）の基

 準を低くすることも考えられます。
　(2) 資料１を参照の上、資料２を活用し、自校の危機管理マニュアル等について必要な見

直しを行うようお願いします。なお、危機管理マニュアルが未策定の場合は、資料１
を参考に早急に整備願います。 

　(3) 各学校における熱中症対策について、家庭や地域、関係機関にも周知・共有し、地
域全体で児童生徒の安全確保に向けた取組を推進いただくようお願いします。 

　(4) 年度当初に自校の熱中症対策について全教職員で共通理解を図り校内体制を確立す
るとともに、特に、熱中症の危険が予想される時期（６～９月）においては、資料１
にある「体調チェック表」を積極的に活用するなどして、体育授業や学校行事、部活
動等の実施前後において児童生徒の体調を把握し、熱中症事故の防止に万全を期すよ
うお願いします。 

（健康・体育指導係）
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(例) 

危機管理マニュアル 

【熱中症】 

（令和５年 11月改訂版） 

【資料１】 
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○ 重病度分類と必要な処置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 熱中症とは 

熱中症とは 

 ・体温を平熱に保つために汗をかき、体内の水分や塩分（ナトリウムなど）の減少や血液

の流れが滞るなどして、体温が上昇して重要な臓器が高温にさらされたりすることによ

り発症する障害の総称です。 

 ・死に至る可能性のある病態です。 

 ・予防法を知って、それを実践することで、防ぐことができます。 

 ・応急処置を知っていれば、重症化を回避し後遺症を軽減できます。 

（出典：「熱中症環境保健マニュアル 2022」（環境省）） 

重症度Ⅰ度（軽症） 

 意識がはっきりしている 

 手足がしびれる 

めまい、立ちくらみがある 

筋肉のこむら返りがある（痛い） 

 

（参考：「熱中症環境保健マニュアル 2022」（環境省）） 

重症度Ⅱ度（中等症） 

 吐き気がする・吐く 

 頭ががんがんする（頭痛） 

 からだがだるい（倦怠感） 

 意識がなんとなくおかしい 

重症度Ⅲ度（重症） 

 意識がない 
 呼びかけに対し返事がおかしい 
 からだがひきつる（けいれん） 
 まっすぐ歩けない・走れない 
 からだが熱い 

 

・涼しい場所へ避難する。 
・体を冷やし、水分・塩分を補給
する。 
※誰かがついて見守り、よくなら
なければ病院へ。 

経過観察 
※当日のスポーツ
には参加しない。 

・速やかに医療機関を受診する。 
・体を冷やし、水分・塩分を補給
する。 
※周囲の人が判断し、少しでもお
かしいときはすぐに病院へ。 

救急車要請 

・救急車を呼び、到着までの間、
積極的に冷却する。 
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(1) 暑さ指数（WBGT）を用いた活動判断 

 

 

 

 

    校長は、児童生徒の熱中症を予防するため、必要に応じて担当教職員に指示し、定期的に暑さ指

数（WBGT）計を用いて計測（活動場所で測定）することで環境条件の評価を行うとともに、下表

に基づいて日常生活や運動の実施可否等に関する判断を下します。 

暑さ 
指数 
(WBGT) 

湿球 
温度 
(注１) 

乾球 
温度 
(注１) 

注意すべき 
生活活動の 
目安(注２) 

日常生活に 
おける注意 
事項(注２) 

熱中症予防運動指針(注１) 本校の対応 

31℃ 
以上 

27℃ 
以上 

35℃ 
以上 

全ての生活
活動で起こ
る危険性 

高齢者においては
安静状態でも発生
する危険性が大き

い。外出はなるべく
避け、涼しい室内に
移動する。 

 
 
特別の場合以外は運動を中止する。 

特に子どもの場合には中止すべき。 

 

28～ 
31℃ 
(注３) 

24～ 
27℃ 

31～ 
35℃ 

外出時は炎天下を
避け、室内では室温

の上昇に注意する。 

 
 

熱中症の危険性が高いので、激しい運動や
持久走など体温が上昇しやすい運動は避け
る。10～20 分おきに休憩を取り水分・塩

分の補給を行う。暑さに弱い人(注４)は運動
を軽減または中止。 

 

25～ 
28℃ 

21～ 
24℃ 

28～ 
31℃ 

中等度以上
の生活活動
で起こる危
険性 

運動や激しい作業

をする際は定期的
に十分に休息を取
り入れる。 

 

 
熱中症の危険性が増すので、積極的に休憩
を取り適宜、水分・塩分を補給する。激しい

運動では、30分おきくらいに休憩を取る。 

 

21～ 
25℃ 

18～ 
21℃ 

24～ 
28℃ 

強い生活活
動で起こる
危険性 

一般には危険性は

少ないが激しい運
動や重労働時には
発生する危険性が

ある。 

 

 
熱中症による死亡事故が発生する可能性が
ある。熱中症の兆候に注意するとともに、運

動の合間に積極的に水分・塩分を補給する。 

 

21℃ 
以下 

18℃ 
以下 

24℃ 
以下 

   
 

通常は熱中症の危険は小さいが、適宜水分・
塩分の補給は必要である。市民マラソンな
どではこの条件でも熱中症が発生するので

注意。 

 

 

 

 

 

 

 

    なお、暑さ指数（WBGT）の予測値については、「熱中症予防情報サイト」（環境省）を活用して、

実況値・予測値を確認するものとします。 

環境省『熱中症予防情報サイト』https://www.wbgt.env.go.jp/ 

    また、その情報は、毎朝、担当教職員が全教職員とメール等を活用して共有するとともに、緊急

性がある場合は、校内放送等を活用して適宜発信することとします。 

暑さ指数（WBGT）とは 
  熱収支に与える影響の大きい気温、湿度、日射・輻射など周辺の熱環境、風（気流）の要素
を取り入れた指標で、単位は、気温と同じ℃を用います。 

「学校における熱中症対策ガイドライン作成の手引き」（環境省・文部科学省） 

（参考：「学校の『危機管理マニュアル』等の評価・見直しガイドライン」（文部科学省）） 

２ 予防措置 

運動は原則中止 

厳重警戒（激しい運動は中止） 

警戒（積極的に休憩） 

注意（積極的に水分補給） 

ほぼ安全（適宜水分補給） 

暑熱環境や児
童生徒の実態
が異なること
から、様々な指
針を基に、学校
として基準を
定める必要が
あります。 

Point! 

暑さ指数（WBGT）は、判
断基準の一つです。低い
値であっても、運動強度
や個人の体調等により、
熱中症で救急搬送された
事例があります。 

https://www.wbgt.env.go.jp/
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 ◎ 「熱中症警戒アラート」が発表されていない場合であっても、一定の時間間隔で暑さ指数

（WBGT）を測定・記録（活動場所で測定）するなどしながら、児童生徒の状況等に応じて日常
生活や運動の実施の可否を判断するとともに、下校時間の繰り上げ等の措置を検討します。 
（例）毎朝○：○○に暑さ指数を計測・記録し、以降は○時間ごとに計測・記録を行う。 

 

環境省が、「熱中症予防情報サイト」において、発表対象地

域内の暑さ指数（WBGT）算出地点のいずれかで
、、、、、

、日最高

暑さ指数（※）を 33以上と予測した場合に発表 
※一日のうちで最も高い暑さ指数 
 

（参考：「熱中症環境保健マニュアル 2022」（環境省）） 

◎「熱中症警戒アラート」が発表されたときには、暑さ指数、児童生徒や地域の 

状況、学校の環境等を勘案し、臨時休業の実施を検討します。 
    
○ 環境省の「熱中症予防情報サイト」により、自校の所在地又は近隣の地域における 
暑さ指数予報を確認する。 
○ 登下校時の安全が確保でき、空調設備が整備されているなど、暑熱環境の危険性を 
低くできる場合には、必ずしも臨時休業とする必要はなく、状況に応じて判断する。 

「熱中症警戒アラート」が発表されたときの対応 

【根拠規定】 
○ 北海道立学校管理規則（昭和 32年教育委員会規則第１号）（抄） 
 （臨時休業） 
第 27 条 校長は、次の各号のいずれかに該当するときは、臨時に授業を行わないことができる。 

  (1) 学校所在地又は大半の幼児、児童若しくは生徒が居住している地域に、気象等に関する特
別警報が発表されたとき等、非常変災その他急迫の事情があるとき。 

 (2) その他校務の運営上やむを得ないと校長が認めるとき。 
 （臨時休業の報告） 
第 28 条 校長は、前条の規定により臨時に授業を行わなかったときは、速やかに教育長に報告
しなければならない。 

学校における対応（例） 

２日前（～前日） 
【予測値の確認】（環境省「熱中症予防情報サイト」） 
担当：○○先生 
 
 
 
 
□全教職員に通知 
□対応の検討（及び決定） 
 ・臨時休業等  ・教室での授業 
 ・登下校    ・体育 
 ・各種行事   ・部活動 
・保護者や児童生徒への周知方法 
・市町村教育委員会や近隣校との情報共有 

            など 

前日 17:00 
【予報の確認】 
担当：○○先生 
 
 
 
 
□全教職員に通知 
 

アラート発表 アラート発表の可能性あり 

当日 5:00 
【予報の確認】 
担当：○○先生 
 
 
 
 
□全教職員に通知 
 

アラート発表 

必要に応じて児童生徒や保護者に通知 
・HPへの掲載 ・一斉メール など 

「熱中症警戒アラート」とは 
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(2) 熱中症防止の留意点 

  暑さ対策を講じる場合には、校長は、各教職員に指示して、以下の留意点を踏まえ、教育課程の内

外を問わず適切な熱中症の防止措置をとります。 

環境の 

留意点 

・直射日光、風の有無：直射日光の下での活動や風がない状態での活動を避ける。 

・急激な暑さ：季節の変わり目などにおいて、急に暑くなったときには注意する。 

主体別の 

留意点 

・体力、体格の個人差：肥満傾向、体力の低い児童生徒には注意する。 

・健康状態、体調、疲労の状態：運動前の体調チェック、運動中の健康観察を行う。 

・暑さへの慣れ：久しぶりに暑い環境で体を動かす際には注意する。 

・衣服の状況など：衣服は軽装で透湿性や通気性のよい素材とし、直射日光は帽子で

防ぐ。 

運動中の 

留意点 

・運動の強度、内容、継続時間：部活動におけるランニング、ダッシュの繰り返しに

注意する。また、プールは、暑さを感じにくいが実際には発汗しているため気付か

ないうちに脱水を起こしやすいことなどが、熱中症の原因になることに注意する。 

・水分補給：0.1％～0.2％程度の食塩水やスポーツドリンク等をこまめに補給する。 

・休憩のとり方：激しい運動では、30分に１回の休憩が望ましい。 

 

 (3) 児童生徒に対する熱中症に関する指導 

   校長は、各教職員に指示し、児童生徒に対して以下の指導を行うことにより、熱中症の未然防止に

努めます。 

・暑い日には、帽子を着用する、薄着になる、運動するときはこまめに水分を補給し、休憩を取る

など、熱中症防止のための対応をとること。 

・暑い日の運動前には、「体調チェック表」を用いて自らの体調を確認すること。 

・気分が悪い、頭が痛いなど、体調に異変を感じた場合は、躊躇なく申し出ること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参考：「学校の『危機管理マニュアル』等の評価・見直しガイドライン」（文部科学省）） 

 人間が上手に発汗できるようになるには、暑さへの慣れが必要です。 

 暑い環境下での運動や作業を始めてから３～４日たつと、汗がより早くから出るようになっ

て、体温上昇を防ぐのが上手になってきます。さらに３～４週間たつと、汗に無駄な塩分を出

さないようになり、熱けいれんや塩分欠乏によるその他の症状が生じるのを防ぎます。 

このようなことから、急に暑くなった日に屋外で過ごした人や、久しぶりに暑い環境で活動

した人などは、暑さに慣れていないため熱中症になりやすいのです。暑いときには無理をせず、

徐々に暑さに慣れるように工夫することが大切です。 

コラム 急に暑くなる日や継続する暑さに注意しましょう 

（参考：「学校の『危機管理マニュアル』等の評価・見直しガイドライン」（文部科学省）） 

（参考：「熱中症環境保健マニュアル 2022」（環境省）） 
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 (4) 運動前の体調チェック 

   熱中症を防止するためには、児童生徒が自ら体調管理等を行うことができるよう、適切に指導す

る必要があります。体育や部活動の運動前に、「体調チェック表」を基に自分の体調を確認すること

や、児童生徒同士で互いに水分補給の声かけを行うこと、体調不良を感じた場合には躊躇なく教職員

に申し出ることなどについて、児童生徒への指導を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【「体調チェック表」の例】 

 

体調チェック表 

 

 次の項目に当てはまる場合は、チェック欄に ✓ 印を記入しましょう。 

 

氏名  記入日   年   月   日（  ） 

 

チェック欄 確認項目 

 睡眠不足になっている（前日の晩、よく眠れなかった等） 

 朝食を抜くなど、食事をとれていない 

 疲れがたまっている 

 熱がある（熱っぽい）、喉が痛いなど、風邪の症状がある 

 腹痛がある、下痢をしている 

 胸の痛み、息苦しさがある 

 手・足（関節など）に痛みがある 

 その他、身体に痛みがある 

 暑さの中での運動は久しぶりである 

その他、体調等に関して気になることがある（記入してください） 

 

（参考：「学校の『危機管理マニュアル』等の評価・見直しガイドライン」（文部科学省）） 
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３ 熱中症への救急処置 

めまい・失神・筋肉痛・筋肉の硬直・大量
の発汗・頭痛・不快感・吐き気・嘔吐・倦
怠感・虚脱感・意識障害・けいれん・手足
の運動障害・高体温 

熱中症を疑う症状が
ありますか？ 

Check１ 

呼びかけに応え
ますか？ 

Check２ 

はい 

涼しい場所へ避難し、 
服をゆるめ体を冷やす 

水分を自力で 
摂取できますか？ 

Check３ 

はい 

はい 

はい 

水分・塩分を補給する 

症状がよくなり 
ましたか？ 

Check４ 

そのまま安静にして 

十分に休息をとり、 

回復したら帰宅しましょう 

救急車を呼ぶ 

医療機関へ 
いいえ 

いいえ 

いいえ 

【救急車を待つ間の処置】 
救急車到着までの間、積極的に体
を冷やす。 
※呼びかけへの反応が悪い場合は、
無理に水を飲ませない。 
※氷のう等があれば、首、腋の下、
大腿のつけ根を集中的に冷やす。 
※スポーツによる労作性熱中症の
場合、全身を冷たい水に浸す等の
冷却法を行う。 

【役割分担】 
 □被災者への対応者 
 □救急車要請・連絡等の担当者 
 □救急搬送付添者（本人が倒れたときの状

況を知っている人） 

迅速に体温を下げることができ
れば、救命率が上がります!! 

（参考：「熱中症環境保健マニュアル 2022」（環境省） 
「スポーツ事故ハンドブック」（独立行政法人日本スポーツ振興センター） 
「学校の『危機管理マニュアル』等の評価・見直しガイドライン」（文部科学省）） 

意識障害は、初期には軽いこともあること
から、必ず誰かが付いて見守り、少しでも
応答が鈍い、言動がおかしい等の意識障害
が見られる場合は、熱中症を疑って処置
（救急車の要請）をしましょう。 

現場での処置によって症状が改善した場
合でも、当日のスポーツ参加は中止し、少
なくとも翌日までは経過観察が必要です。 

速やかに 
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（学校における熱中症対策ガイドライン作成の手引き（令和３年５月／環境省・文部科学省より抜粋）） 

 

事例の概要 時期 ７月 被害児童 小学校第 1学年男子 事故種別 校外学習（徒歩） 

学校から約１ｋｍ離れた公園での校外学習後に教室で様子が急変し、意識不明となり救

急搬送されたが死亡が確認された。 

当日の状況 気温 32.9℃ 、 暑さ指数（ＷＢＧＴ）32 ※午前 10時の状況 

事故の要因 ・暑さ指数（WBGT）32で「危険」レベルであった。 

・体温調整能力が十分に発達していない低学年であった。 

・熱中症や暑さ指数等について、教員が知識不足であった。 

・水分補給や体力の状況を十分に把握していなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事例の概要 時期 ６月 被害児童 高等学校第２学年男子 活動種別 部活動（野球） 

グランドの石拾い、ランニング（200ｍ×10周）、体操・ストレッチ、100ｍダッシュ

25本×２を行っていた。100ｍダッシュの途中で足がつったので休憩をした。その後、

顧問が体調を確認して再開したところ、運動開始から約２時間後に熱中症になり、死亡

した。 

当日の状況 気温 24.4℃ 、 湿度 52％ 

事故の要因 ・被害生徒は肥満傾向であった。 

・暑さに慣れていない時期に運動強度が高い運動を行った。 

・熱中症を疑う症状を確認しているのに、十分な処置をしていなかった。 

・熱中症について、教員が知識不足であった。 

 

 

 

 

 

 

４ 学校で起きた熱中症による死亡事故例 

事例１ 

★激しい運動ではなくても、暑さ指数が高い日には注意が必要である！（特に低学年では注意！） 

★学校として、熱中症予防について理解を深める必要がある！ 

事例２ 

★暑くなる時期には、暑さに慣れるまで徐々に運動強度を増やすようにする必要がある！ 

★個人の条件（肥満傾向）や体調を考慮する必要がある！ 



 

     学校における熱中症対策に係る重点項目チェックリスト           

重点項目（体制整備） Check 

○ 熱中症に係る情報収集の手段や学校における暑さ指数（WBGT）を把握する方法

が整備されている。 

 例）熱中症予防情報サイト等への登録、暑さ指数（WBGT）計による暑さ指数

（WBGT）の測定及び記録体制の整備 など 

 

○ 上記により収集した熱中症に係る情報について、全教職員や保護者等に伝達する

方法が整備されている。 

 例）校内放送や電子メール等により、暑さ指数（WBGT）等の情報を全教職員及び

保護者等に伝達する体制の整備 など 

 

○ 暑さ指数（WBGT）を基準とした運動や各種行事等の内容の変更、中止・延期の

判断基準を設定している。 

 例）暑さ指数に応じた運動や各種行事等の指針の設定、熱中症警戒アラート発表時

の対応の設定、中止・延期の判断を伝達する体制の整備 など 

 

○ 暑さ指数（WBGT）に基づく運動等の指針や熱中症警戒アラート発表時の対応な

どを保護者等と共有している。 

 例）学校だより等による周知、事故発生時の保護者への連絡を確実かつ正確に行う

体制の整備 など 

 

○ 基本的な熱中症予防について、全教職員で共通理解を図るための校内研修等を実

施している。 

 例）熱中症についての理解、暑さ指数（WBGT）に基づく具体的な対応策、熱中症

事故発生時の具体的な対応 など 

 

重点項目（予防） Check 

○ 急に暑くなったときは運動を軽くし、体が暑さに慣れるまでの数日間は、休憩を

多く取りながら、軽い短時間の運動から徐々に運動強度や運動量を増やすようにし

ている。 

 

○ 暑くなることが予想される場合、暑い時間帯における体育的活動の回避や運動時

間の短縮、運動量を軽減する等の配慮をしている。 

 

○ 健康観察をとおして児童生徒の健康状態を把握し、体調に応じた指示（運動の軽

減、休息等）をしている。 

 

○ 暑いときには、水分を補給するよう指示し、児童生徒が水分補給をしたことを見

届けている。 

 

○ 暑いときには、軽装（着帽を含む）で活動に取り組むよう指示している。  

○ 運動中に体調が悪くなった場合は無理をせず、自ら運動を辞退するよう指示して

いる。 

 

 

【資料２】 



教 健 体 第 1 2 6 5 号  

令和６年（2024年）３月29日  

 

各 教 育 局 長                                                  

各 道 立 学 校 長                                                 

各市町村教育委員会教育長（札幌市を除く。）                                                         

（ 各 市 町 村 立 学 校 長 ）                                                  

 

       北海道教育庁学校教育局健康・体育課長 今 村 隆 之 

 

体育授業及び部活動におけるスポーツ事故防止の徹底に向けた研修資料につ

いて（通知） 

このことについては、日頃から、事故防止の徹底を図るようお願いしているところです

が、スポーツ事故発生の背景の一つに、学校側の安全配慮義務に対する認識不足があるこ

とが指摘されていることから、この度、安全配慮義務を視点とした研修資料を作成しまし

たので、お知らせします。 

つきましては、下記のURLから視聴及びダウンロードいただくなどして、校内研修や組織

的な安全管理、安全指導等に活用いただき、更なる事故防止の徹底に向けて万全を期すよ

うお願いします。 

なお、市町村教育委員会においては、所管する学校に周知をお願いします。 

記 

【掲載 URL】 

 https://www.dokyoi.pref.hokkaido.lg.jp/hk/ktk/184434.html   

 

                   担当係：健康・体育指導係 

                                   担当者：指導主事 越前谷 明 子 

                                   電 話：011-206-6818 

                                   ＦＡＸ：011-272-1234 

                  E-mail：echizenya.akiko@pref.hokkaido.lg.jp  

様 

https://www.dokyoi.pref.hokkaido.lg.jp/hk/ktk/184434.html

